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有企業は生き残るための改革を行ってきた。その
結果，都市部では大量のレイオフ労働者・失業者
が生まれた。農村より都市部の貧困人口ははるか
に少ないと思われていたが，現実はそうではなく
職をなくし，不安定な生活に陥る人々が急速に増
えている。政府はこのように広がった貧困問題を
緩和するため，レイオフ労働者への最低生活費制
度，つまり都市部における最低生活保障制度を地
域的に実施し始めた（失業者に対する失業保険を
1999年に創設)。本論文では，このような近年の
最低生活保障制度を主に分析対･象としている。
はじめに
貧困の定義については，時代の流れや各国の経
済発展状況に応じて様々な議論が行われてきた。
発展途上国の中国においては，貧困問題は主に絶
対的貧困のレベルで認識されてきた。建国初期か
ら，政府と人々は経済や社会の危機に直面し，長
年の努力によって膨大な人口の食糧と生存の危
機・難題を克服し，とにかく大部分の国民が食べ
ていける生活水準に達した。
貧困を絶対的貧困としてとられる認識は，この
ような歴史的経緯によるものと思われる。中国の
研究者は，従来貧困問題を農村貧困と都市貧困に
分けて議論してきた。
９０年代以降，農村から都市まで巻き込んだ市場
経済改革ブームのもとで経済効率が求められ，国
1.90年代以後の都市貧困問題の背景と最
低生活保障制度の展開
90年代初頭まで，中国の貧困問題はほとんど農
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村部の現象と考えられてきた。これは，農村の貧
困人口が全国の貧困人口の圧倒的部分を占めてい
ること，農村部と都市住民の就労と生活諸制度が
大きく異なっていることが原因だとみられてきた
ことによる。都市住民の就労と生活は，これまで
｢低賃金・高就業・高福利」の就業保障制度と企
業福利が，社会成員の生活保障機能を果たしてい
ると考えられてきた。
９０年代半ば以降，政府は国有企業の活力を喚起
するため，従来の国有企業を優遇する体制を見直
し企業改革活動を進めている。また，改革開放政
策のひとつとして「企業自主権拡大」を促進して
いる。それは，農村における農民の「農家経営請
負責任制」の成功を契機に，国有企業にも「経営
請負責任制」として波及したとも言われている')。
この「自主権拡大」は二つの段階をとって進めら
れた。第一段階は，市場化を目指すための制度改
革で，企業を取り巻く環境整備が中心であった。
第二段階は，1994年に「公有制」を主体とする現
代企業制度が「社会主義市場経済体ilill」として位
置づけられたことをうけて，同年11月には，中央
政府は大中型国有企業１００社，地方政府はさらに
2000社以上を指定し，企業改革のテスト・ケース
が始まった。そこでは，企業の法人制度・投資主
体．会社の組織形態の確立，労働人事・賃金IIill度
の改革などが明記された。
しかし，現代企業制度の改革には多くの難点が
ある。最大の難点は企業の過剰人員と退職者に関
する問題である。国有企業には長年にわたって行
ってきた計画的労働制度があり，大量余剰人員が
隠されてきた。経営不振の背景にはそのことによ
る退職・離職労働者の年金負担の問題が深くかか
わっている。近年の調査によると，企業内の従業
員全体の約30％が過剰であり，対.象者がここ数年，
毎年29％の高比率で増え続ける状態にある2)。少
数の大企業における改革の成功を除き，中小企業
(多くは集団企業）は破産に追い込まれている。
それに伴う失業者の出現，さらに新規採用の減少
と余剰人員の削員施策によって，都市社会には大
量の失業者が生じるようになった。つまり，国有
企業の改革に伴い，完全雇用を前提とする国有．
集|J1企業の経営方式に隠れていた従業員の就労や
失業問題が表面化し，深刻化しているということ
である。これらの人々は，従来の仕事をなくし生
活困窮の状態に置かれており，都市の貧困問題が
重要な社会問題となっている。
近年の市場化・国際化の進展による都市経済の
成長は，国民特に都市住民の平均所得の向上をも
たらしたが，同時に都市内部の所得格差も拡大し
ていく傾向が見られる。1980年代前半まで極めて
小さかった都市世帯所得のジニ係数は，1980年代
末から90年代前半にかけて大lliEiに上昇した。李実
は，９０年代以後都市において貧困の発生率が高く
なり，人々の所得水準が90年代前半よりさらに悪
化してきた事実を次のように指摘した。「社会各
階層の中で市場経済の発展の受益者である企業経
営者，外資系企業の従業員などが所得を増加させ
る一方で，従来の国有企業，公有セクターから失
業・レイオフ者として排除され，日々の生活で貧
困に陥るリスクが高い人々も急速に増加してい
る｣３１。
このような事態に対して，国有企業の改革推進
と社会の不安定化に対･処すべく，政府は，多くの
対策に取り組みはじめている。その一つが都市部
の貧困問題を解決するための，最低生活保障など
を含む社会保障制度の榊築である。
政府は都市住民の貧困を防ぐために，「三つの
保障」つまり基本生活費，失業保険及び最低生活
保障制度を設定している。具体的には，第一はレ
イオフされた労働者に対する基本的生活費の支給
である。それは主に二つの内容からなる。－つ｢｜
は，３年間は所属企業から生活費を支給すること，
二つ目は，所属する企業が再就職センターを設置
し，当地の最低賃金より低い生活費を支給しなが
ら，登録している人員の生活補助や社会保険料を
支払い，また彼らの再就職を促進することである。
この制度は2001年に停止された。その後，レイオ
フ労働者は失業保険に加入することになり，上記
のflill度は2003年までに全面的に失業保険にとって
代わられた。第二の失業保険は主に登録失業者と
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レイオフされる労働者を対.象としているが，実際
に失業保険に加入する人は社会の全従業員の半分
以下にとどまっている。最後のセーフティネット
といわれる最低生活保障制度は，1993年に上海で
はじめて実施され，７年間で全国の都市部へと普
及した。筆者は，この制度の発展段階を以下の四
つの段階に分けることができると考えている。
表１に示したように，最低生活保障制度の第一
段階（1993年６月-1995年５月）は実験段階とい
われる。上海市は1993年６月１日に全国で初めて
都市部最低生活保障制度を創設した。1994年の第
10回全国民政会議で上海の経験が評価され，「各
都市部の社会救済対.象に向け，徐々に当地の最低
生活保障線の基準を設定し，それに沿って救済活
動を行う」という目標が提起された。これを受け
て，1995年上半期までに，上海，廩門，青島大
連，福州，広州など六都市がそれぞれ都市住民の
最低生活保障制度を設立した。この段階において
は，最低生活保障制度はなお地方政府の自発的政
策行為であった。
第二段階（1995年５月～1997年８月）は，制度
の各モデルを全国へ推進していく段階である。
1995年５月に民政部は，全国都市部最低生活保障
の工作会議において，最低生活保障制度を全国的
に広げていくことを提起した。その年までに，す
でに12の都市で実施されていた。1997年５月には，
全国の三分の－にあたる約206の都市で制度が設
けられていた。しかし，各地で計算方法が違い，
表２のように各都市の救済基準も大きく異なって
いた｡国務院も民政部の提議を支持した｡特に1997
年第８回人民代表大会第５回会議での李鵬首相の
発言以後，「都市部最低生活保障制度の設立」の
提言が初めて最高レベルの政府文書にも掲載され
るようになった')。
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国人民大学出版社，2002f'二11月，p221より
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第三段階（1997年８月～1999年末）の普及段階
は，1997年８月，国務院が『都市住民最低生活保
障制度の各地での確立に関する通知』を公表した
時期からである。同年９月末，国務院はその通知
を通じて，1999年までに全国すべての都市でこの
制度を確立することを求めた。さらに，中国共産
党第15回大会において，江沢民主席が「都市部に
おいて生活困難にある住民の基本的生活を保障す
るための制度を実行する」ことを強調した。この
時期から，最低生活保障制度の確立と普及が中央
政府レベルにおける重要施策の一つとなっていく。
1999年９月から第四段階に入る。この段階では，
都市部最低生活保障制度が普及していくなかで，
その制度自身の成文や手続きの手順などが徐々に
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合理的，規範的なものへと変わっていく。その代
表が1999年９月に国務院が公表した『都市部住民
生活保障制度条例』である。１０月１日から実施さ
れたこの条例には，「非農村戸籍をもつ都市住民
は，その世帯における家族一人当たりの収入が当
地都市住民の最低生活保障基準より低い場合，当
地の人民政府から基本的物質を含む生活保障を受
ける権利をもつ」ことが明示された。また「三無
人員」（収入，労働能力，法定扶養者のない者）に
属する都市住民が当地の都市住民最繍低生活保障基
準により基準の収入額を享受できるように，「一
定程度収入を持つ都市住民に対して，その家族一
人当たりの収入と当地の都市住民最低生活基準と
の差額補充を享受できる」ことを定めた5)。これ
によって中国の都市部における最鰄低生活保障制度
の設定の方向が定められた。つまり，最低生活保
障制度の支給方法は，対-象によって全額補助と差
額補助の形態をとることとされた。
もう一つ重要なことは1999年10月前後に，各地
の最低生活保障基準が平均約30％引きあげられた
ことである。引きあげた分の財源は80％以上が１-'１
央政府の財政支出でまかなわれた。北京，上海，
山東，断江,江蘇,福健,広東，その他の省・市・
自治体が中央政府から受けた財政補助は，1999年
７～９月までで総額４億元に達した6)。このこと
は地域の経済格差から生じる地方財政の格差に考
慮したことを示しているが，具体的基準や方法を
示していないことが問題として残された。上述の
発展過程を踏まえて，次に具体的内容を見てみよ
う。
２．最低生活保障制度の行政プロセスと
適用対象
①中央法規に基づく手続きと管理体制
1999年９月に国務院が公表した『都市住民最低
生活保障条例』は，その７条，８条１９条及び１０
条において明確に最低生活保障制度を実行する手
続を定めている。その行政プロセスは，①個人申
請②末端組織（''1J内事務所，中国語で住民委員
会あるいは社区とも呼ばれる）審査（主に家族一
人あたりの収入の審査，１４の省および上海，天津，
四川，北京，山西の大都市は収入以外に家庭資産
も審査)，③名前の公表，④政府による書類審査
の許可，⑤生活保障受付証明書の交付と支給，⑥
動態管理(定期訪問や観察し，実際の状況を把握）
の６段階から構成される。
｜｢条例』の第７条は個人申請の具体的な手続き
を定めている。それは三つの手順からなる。まず，
世帯主から戸籍所在地の町内事務所，あるいは鎮
人民政府へ申請書類を提出する。次に，申請家庭
はその経済状況を証明できる書類を提出する。そ
の後で「都市住民最低生活保障待遇批表」を記入
する。中国の特徴と思われるのは，６つのプロセ
スにあるように名前を公表することである（上海，
黒竜江，天津，広西，北京以外)。つまり，最低
生活保障を受ける住民は，世帯を単位として審査
機関（主に住民委員会）から適切な形式で公表さ
れる。このことによって，だれもがその世帯の経
済状況を監督・通報できることとなった。
最低生活保|境制度の実施は各級地方政府の責任
のもとで行う。具体的には次の通りである。県級
以上の地方人民政府の民政部門が，行政区域内の
都市住民最低生活保障の管理を担当する。財政部
門は，規定に基づいて都市住民最低生活保障の資
金を確保する。県級人民政府の民政部門および町
内事務所と鎮人民政府の福祉事務所は，都市住民
の最低生活保障の具体的な管理・審査認定を担当
する。住民委員会は管理・審査認定機関の委託を
受けて，最低生活保障の日常的管理とサービスを
担う7)。
②制度の適用対象と現状
最低生活保障制度の適用対象は，全国すべての
都市及び県政府所在地の鎖である。こうした都
市・鎖に住んでいる都市戸籍の住民は，家族一人
当たりの収入が当該地域の都市住民の最低生活保
障基準を下回る場合，すべての住民が当該地域の
人民政府から最釧低物資の援助を得る権利を有する
(ここでいう収入は，共同生活をする家族成員の
貨幣収入と実物収入を合計した額をさす)。
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都市の最低生活保障制度は，社会保障政策とし
て積極的役割を発揮しているものと評価できる。
制度の発展や運営の面では，短期間で地方一中央
一地方へと広がり，その過程で政府は政策実行の
意図を明確に表明してきた。また財政支出の面に
おいても，国全体の経済発展にとともに，中央政
府が徐々に財政の責任を高めてきており，表３で
わかるように，現在約５割以上の支出を負担する
状況にある。
具体的に保障対･象となるのは，以下の類型の人
である。類型１は，「三無人員」である。類型２
は，失業救済金の受給期間，あるいは失業救済期
限が切れてもなお再就職できず，－人当たりの収
入が最低生活保障基準以下の住民である。類型３
は，在職者，レイオフされた者，定年退職者が賃
金，基本生活費，年金をもらっても，－人当たり
の収入が依然として最低生活保障基準以下の住民
である8)。
以上の対象に基づき，都市戸籍住民の最低生活
保障の受給条件を満たす家族に対して，関連部門
の審査を通じて支給が行われるが，その支給の仕
方は対象によって異なる。つまり収入，労働能力
を持たず，法定扶養者もいない都市戸籍の住民に
対しては，地方都市の最低生活保障基準に沿って
全額支給される。また，ある程度の収入をもつ都
市住民には，－人当たりの家庭収入がその都市の
最低生活保障基準を下回る分の差額を支給する
(基本的には現金給付であるが，必要な場合は現
物給付でもよい)。全体の実施状況について見れ
ば，類型ｌの比率が最も低く，類型２と類型３の
人員で約70％以上を占めており，これらは今後さ
らに増える可能性がある。
表３は，1996-2004年までに全国で実施された
都市部最低生活保障制度の保障人数と財政支出の
状況を示したものである。まず注目されるの
は，2002年まで保障人数が毎年倍増を続けてきた
ことである。2004年末の最低生活保障を受けてい
る都市住民は前年よりやや減少したが，最新デー
タによると2005年末の人数は2233万人で，前年を
上回っている。都市貧困層が拡大しているため，
補償人員の膨張は避けられない状況にある。
さらに，受給者の構成をみると，2004年９月の
時点で受給していた約2200万人都市住民のうち，
下崗(レイオフ)労働者が21.4％，失業者が19.0％，
退職者が3.6％を占めていた。また，地域別では
国有企業や鉱山の多い東北部や内陸に対壜象者が多
く，遼寧，吉林，黒竜江，安徽，江西，河南，湖
北，湖南，四川の各省では対･象者が100万人を超
えている。
表３都市最低生活保障制度の財政支出と保障人数表
（1996～2004年）
保障人数（万人）年数 財政支出総額（憶兀）
１MW:計山繍 地方財政支出額（憶元） 妬一郷｜町一ｍ一烟｜皿一疵｜”｜、
l996fF 
l997年
1998年
1999年
2000年
200【年
2002年
2003年
2004年
３’３｜、｜恥｜町一⑫一ｍ一回隅
1？ 刑一⑲’四一侭一的一館
,![',所:唐釣nfHrl7最低生活保障Iliﾘ膜:歴史,現状と眺望』中国社会学ネヅｌ
ｈ【ｔｐ：ｗｗｗ,sociology･cass.cｎにより引用。
３。武漢市における最低生活保障制度の仕
組みと調査に関する分析
最低生活保障制度の出発点は上海市である。上
海モデルは，設立して以降，全国各地各都市の制
度設計に重要な影響を与えてきた。しかし，中央
政府当初は財政上あまり支援しない方針をとり，
具体的実施方式も全国的に統一されていなかった。
各地方政府による制度自身の仕組みや実施方式は，
主に三つの都市モデル（上海，武漢，重慶）が参
照になる。本節では，これまでよく紹介されてい
る上海モデルは略して武漢モデルの特徴を主に紹
介し,そのモデルの仕組みや問題点を検討する。
①最低生活保障制度における武漢モデルの意義と
特徴
武漢市は中国の華中地域の経済中心であり，悠
久の歴史をもつ中部の商工業都市である。2005年
末，武漢市内の常住人口は858万人であり，戸籍
人口は801.36万人である。市政府は1996年初めに
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『都市部住民最低生活保障制度実施（試行）方法』
(以下『方法』と略称する）を制定し，1996年３
月１日から正式に実施した。前述した最低生活保
障制度の第二発展段階において，武漢モデルの最
低生活保障制度はいくつかの特徴を持っていた。
まず，制度の適用範囲が都市戸籍の市民とされ
たことである。『方法』の規定には，以下のよう
に記されていた。「すべての武漢市の都市戸籍を
持つ市民（中央直属企業や省直属企業の労働者や
その家族を含む）は，家族一人当たり収入が最低
生活保障基準より低い場合，政府に申請を提出し，
支援救済を受けることができる｡」前述したよう
に，審査を行う際，都市の「三無人員」に属する
市民には都市の最低生活保障基準で全額を支給す
ることを採択したが，対壜象によって差額支給の方
法を適用した（ちなみに2002年の－人当たりの差
額支給は77元である)。武漢モデルの設計者らは，
都市の社会保障制度体系は体系的・総合的である
べきだと考えた。すなわち，一般労働者に対する
最低賃金制度の基準，レイオフされた者に対する
最低生活費，労働者の養老年金，失業保険，医療
保険と都市の最低生活保障は一体的なものと考え
た。最低生活保障制度は，最後のセーフティネッ
トであるとの認識に基づき制度を実行する時，ま
ず，申請家族の－人当たりの収入が前述の社会保
障制度体系（養老年金制度，最低生活費，失業保
険，最低賃金制度，医療保険など）中のいずれか
－つに当てはまることを確認する。それにしたが
って，各地方政府は当制度の最低支給水準を試算
し，次に申請者及び家族の収入がその最'低支給水
準を下回る場合には，その差額を支給するという
仕組みとした。
ここで問題になるのは，制度の適用対.象範囲と
基準である。市の各社会保障制度が十分機能を果
たしていれば最低生活保障の機能も十分に発揮で
きると考えられるが，十分に対.応できていない場
合，何よりもまず制度の適用範囲が極めて限定さ
れていることが予想される。制度の対邊象は都市戸
籍を持つ市内の住民であると定められている。し
たがって，例えば農民工（出稼ぎ労働者)，他の
都市部からきた労働者などが対象外になることが
－つの問題である。最低生活保障制度は基本的に
労働能力をもち，仕事がなくても年金保険や失業
保険など何らかの形で保障を受けられる者は，制
度の対象外としている。実際に「武漢市2005年経
済と社会発展統計公報」によると，2005年末の武
漢市における城鎮労働者(近郊の農村地域を除く）
は272.90万人であるが，そのうち年金保険（社会
養老保険制度）に加入している労働者は184万人，
失業保険に加入している人が87万人，基本医療保
険に加入している人が176万である。このように
各社会保障制度はまた充分普及していない。社会
保障制度の実際の状況を確認することは非常に困
難であるが，最低生活保障制度の基準を満たして
いながら，保障されていない世帯が数多く存在し
ていると考えられる。
次に制度の資金運用方式についてみてみる。こ
の制度は，設立から1999年までは地方政府の財政
負担となっていた。この点についても，最低生活
保障flilI度を設立した全国の都市は，上海モデルの
政府と企業による分担方法とは異なる方法も設け
た。武漢市は最も早く制度に必要な資金をすべて
地方政府負担にした,)。その点で，武漢モデルに
ついての研究は意味がある。なお，最低生活保障
制度の資金は市・区（''１J)，二級政府が半々ずつ
分割し，それを市の民政局が管理することになっ
ている。
また，制度が十分に機能を果たしていない場合
の二つ目の原因として，低い基準が設定されてい
ることが挙げられる。いくつかの試算から得られ
た130元という基準に対して，実施当初，市政府
は慎重にそれより低い120元という基準を採択し
た（その後'998年６月に150元，1999年10月に195
元，2004年に220元と徐々に引きあげられた)。
このような最'低生活保障制度の運用実態を明ら
かにするために，次にいくつかの調査資料の結果
を分析する。
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②武漢市に関する研究調査の分析
上で述べたように，実際に生活困窮に陥ってい
る人々は，最低生活保障を受けている人々よりは
るかに多く存在しているが，彼らに関する研究調
査は乏しいため，本論文では最低生活保障制度を
受けている貧困世帯の調査結果から，その世帯の
生活実態を改めて明らかにする。その内容は，な
お最低生活保障を受けていない貧困世帯の生活実
態を知る手がかりになると考える。
１）中国社会科学院社会政策研究センターと民政
部の共同調査資料
まず，1998年12月から1999年10月の期間に中国
社会科学院社会政策研究センターと民政部政策研
究センターが上海，天津，武漢，蘭州や重慶など
五つの都市の2500世帯について行った調査を取上
げる⑩)。表４にそのうちの武漢市に関するデータ
をまとめた。
いくつかの調査項目によって，1999年における
武漢市最低生活保障制度の実施状況が浮かび上が
ってくる。一つは，調査対壜象に当たる武漢市貧困
世帯の－人当たり収入が，市の最低生活保障基準
より明らかに低いことである（42元の差)。しか
も，150元という最低生活保障の基準は，当地一
人当たり月収の28.8％にすぎない。このことから
わかるように一般の市民と比べると，貧困世帯
の－人当たり月収と当地一人当たり月収の格差は
大きく，ｌ：５となっている。最低生活保障制度
の基準自体があまりにも低い。貧困世帯の極めて
限られた生存しか保障しない水準で最低生活保障
制度が設定されていると考えざるを得ない。
このことと関連しているのが最低生活保障制度
自身の内容の乏しさである。これが第二の特徴で
ある。保障対-象となる貧困世帯の衣・食生活も十
分とはいえない。例えば，食生活の質問項目で先
週一週間にお肉を食べなかったと答えた比率が４
割以上に上回る。さらに，人々の不可欠な医療・
健康，子女教育などがまったく保障内容に含まれ
ていない。生活上の貧弱が貧困世帯の社会的交
際・生活の面でも大きな影響を与えていたことが
わかっているが，このような人々の精神的影響は
全く考えられていない。
三つめの特徴は，1999年まで最低生活保障制度
の資金がすべて地方政府財政に任せられていたこ
とである。このことが第一，第二の原因と考えら
れる。市政府が，下級の区（町）の行政部門に提
供する資金額を決定し，それによって受け入れる
最低生活保障の基準及び制度を受ける人数を決め
ることになるが，市政府の財政収入が限られてい
るため基準も低くなり，人数も制限されることに
なる。
以上の分析から，1999年の武漢市の最低生活保
障制度は，運用や設計などの不備により，制度と
受ける世帯の生活実態との間にギャップがあった
ことが明確になった。武漢市の事例は，全国でば
らつきをもったまま急速に制度がつくられていっ
た当時の実態の一端を示している。制度自身の欠
点もあいこの段階においては，都市部貧困世帯
の生活困窮の状態に対して十分解決できていなか
ったことが確認できる。
表41999年武漢市における貧困世帯の家雇調杏
洲迩内容
調査時期
調査項、 武洩
1999年7)1
108 
150 
521 
①貧困家庭の－人当たり月収（元）
蕊鬮'R入識濟鰡iii,鴎）
①／②（％） 
先週一週間全くお肉を食べていなかった（％）
禽生禰鵜二:'''三:偽鰯難聯かつ滋(錦）
何時も一番安い野菜を買う（％）
服装新しい服を買ったことない（成人のみ）（％）
屡艤鱸瀧蝋鱗愈!熟(鰯）
学校の本代を負担できない（％）
了…鷲》雛隙霧:偲蝋圏…’
ない（％）
塗’蕊騨'2鮪轤灘灘hli鮒蜘！
叩一畑一町一ｍ｜叫一叩｜錘町一釦一郷｜、｜唖一岬
２）中南財経政法大学の研究グループの研究調査u）
次に，2004年の夏に，武漢市民政局の協力を得
て，中南財経政法大学の研究グループが最低生活
保障制度をうける世帯を対象として行った研究調
査を取り上げ，制度運用の実態を検討する12)。研
出所：唐鈎「中国社会保障ＩｌｉＩ度の変遷と評illi-中ＩＥＩ社会救助fIilI度の変遷と評IIli」
中国人氏大学出版社，2002年，ｐｐ,232-233より繁者が多少jjn筆して作成。
注：各項目は複数選択のため，合計で100％にならない。
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究資料には十分な内容が示されていないため，他
のいくつかのデータベースとあわせて考察する。
図－１医療保障の状況
表５調査対象の基本状況
項目選択内容
年「11630-39歳
40-49歳
教育状況中学校卒業またそれ以下
，瀞佼或は同レベルの学歴卒業
高校卒業以上
就業状況失業者
障害者
離職及び退IMI者
就業者
全体に占める比率(％）
11.4 
６０．４ 
５１．２ 
４２．９ 
３．６ 
56.6 
14.4 
５．４ 
５．２ 
（43ノ
(227） 
(198） 
(166） 
（14） 
(219） 
（54） 
（21） 
（20） 
□公費医療図基本医療保険に参加する□自費ロその他
,Lll所：同上衣５
表６貧困世帯の年間平均収入
ＩＭＴ：-1晶覗昭'五資料に基づき作成
注：括弧向は調査対象|[上IHF主の人数である。
まず，表５から全体的に最低生活保障制度を受
ける世帯主の年齢が若いことがわかる。世帯主本
人は40-49歳年齢層の数が227人で最も多く，調
査対象の60.4％を占めている。また30～39歳の年
齢層の人が43人で，11.4％である。両者の合計で
全体の718％となる。次に教育水準を見ると，対
象者が中学校卒またそれ以下の家庭が５割以上を
占めており，教育水準が低いほど制度を受ける対
象者が多いことがわかる。
就業状況についてみると，武漢市の最低生活保
障をうける家庭の貧困問題は，大半が失業の原因
で引き起こされていることが一目瞭然である。国
有企業の失業者の場合には一定程度の生活費や失
業保険をもらえるが，非国有企業の労働者は一旦
失業者になると，再就職できるまで何も保障され
ない。その意味で，最低生活保障制度は，ある程
度は他の未成熟な社会保障制度を補う役割を担っ
ていたといえる（2003年に武漢市における養老年
金保険の参加者数は153.54万人，失業保険には
94.26万人，基本医療保険に131.2万人である)。
また障害者の場合にも，十分の生活費や仕事場が
与えられず，生活困窮に落ちるケースも少なくな
い。
次に最低生活保障制度を受ける世帯の収入や支
出の状況をみてみる。図－１に見るとおり，全体
に貧困世帯は医療保障が極めて不十分な状況に陥
っている。貧困世帯の約７割は医療費を自費で支
払っている。公費医療を享受できる世帯は3.5％
しかいない。また，表６に示したように，貧困世
Eな収入枇成
金額（元）
Ⅸ金収入
3196.85 
財産収人
０ 
移帳収入
０ 
総収入額
4236.94 
出所：lnI上表５
注：表６と７には，他の選択肢あるいは空liMになる場合がある
表７貧困世帯の年間平均支出
}Hな支出項ロ｜食品支出
金額（元）’2005」８
服装支出
197.2 
教育支,'1｝｜歴liiiIHIH支出｜総支,'1糊
2165.381994.0816654.43 
出所：同上表５
注:表6と７には,他の選択肢あるいは空lMになる場合がある。
帯は賃金収入以外の収入源はほとんどなく，雇用
への依存度が非常に高いことが分かる。一方，表
７で主な支出項目を見ると，食品支出，教育支出，
医療費用支出の三つの項目が総支出額の7761％
を占める。つまり食品や服装の基本費用とともに，
教育や医療費用が最も大きな負担となっているこ
とがわかる。
これらの数値を同年武漢市の－人当たりの状況
と比較してみる。貧困世帯の調査で最も比率の高
い三人世帯を平均水準とすれば，－人当たり収入
は1412.31元である。それは2003年の武漢市住民
一人当たり年間可処分所得8524.52元の16.57％，
2002年湖北省（県）の－人当たり年間可処分所得
6789.0元の20.8％にすぎない。周知のように，可
処分所得は実際の収入額より低いが，それでも
20％前後に過ぎないという実態は，貧困世帯と都
市一般世帯の格差を十分証明している。しかも，
調査対象と方法は違っても，５年前の調査と比べ
てほとんど変わっていない。支出についても，三
人世帯で計算すると，同年市の－人当たり支出
7251.32元の31.0％にとどまる（県の7159.7元の
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30.6％)。さらに，貧困世帯の年間総支出額と総
収入額を考えれば，－世帯あたり年間で平均2000
元程度の債務を負っていると考えられる。
次に，貧困世帯の住宅や生活施設を簡単に紹介
する'3)。中国では，住宅を商品化する改革の開始
以降，住民の住宅状況は大きく改善されたと言わ
れる。2003年における武漢市の都市部一人当たり
住宅の建築面積は23.92平方メートル，IlHl人の住
宅所有率は78.4％である。これに対して，調査対．
象である貧困世帯の住宅状況やその設備は問題が
多い。具体的には次のようになっている。①貧困
世帯の住宅所有率は372％にとどまり，賃貸住宅
が49.9％とほぼ半数を占める。②住宅の様式につ
いては，１ＤＫが多く，－階式の簡易アパート（"平
房”と呼ぶ）に住んでいる貧困世帯が59.9％を占
める。③共同水道を使っている世帯は35.7％であ
り，単独水道を使用する世帯は63.3％である。④
トイレや風呂場などの衛生設備に関しては，全く
持っていない世帯が15.1％，共同の衛生設備を使
用する世帯が15.3%である｡その他ﾄｲﾚはあ
るが，風呂場がない世帯が対-象世帯の33.5％で，
両方を持つ世帯は9.1％に過ぎない。⑥燃料につ
いては，46.5％の貧困世帯がガスを使用している
が23.1％の世帯はまだ日常的に石炭を使っている。
の支給によって食生活や服装を最低限が維持して
いることがわかる。しかし，制度は貧困世帯が十
分な教育をうけ，新しい仕事を見つける力，つま
り目前の生活を変える力になっていない。
第二に，制度の実行を確保する資金運用や管理
体fliIの不整備のため，条件を満たす多くの対象者
が保障されていないことである。第二節で述べた
ように，財政支出は中央と地方政府が半々分担す
ることになっている。毎年年初に提出する予算に
より中央政府の保障のための支出は決まるが，地
方政府の負担分は，各地方，下級行政区の経済発
展や地方税の徴収などの状況に基づき具体的に配
分するため，下半期まで決まらない。そのため従
来の国有企業が大量に存在する地方都市・貧困地
域は，いずれも財政難という問題を抱えている。
また，保障対象者の拡大に対応できるだけの最
低生活保障制度の審査，手続き，訪問観察を行
う施設，専門人員，設備，経費などが整備されて
いない状態にある。民政部門の末端機構，住民委
員会では専門職員は空白の状態にあり，行政職員
の教育訓練が求められている。
第三に，関連の社会保障制度との連携を欠いて
いるため，最後のセーフティネットという役割を
失う恐れがあることである。離職者が養老年金保
険を享受できること，レイオフされた労働者は基
本的生活あるいは最低賃金をもらうことができる
こと，失業者が失業保険をもらうことができるこ
と，以上のことが実施されていれば，最低生活保
障制度は，完全なセーフティネットとしての役割
を担う。しかし，中国の諸社会保障制度は適用対・
象が限られているという共通の問題点をもってい
る。しかもその対壜象となるのは，国有企業あるい
は企業改革が行われても倒産しない国有企業の労
働者である。それ以外の労働者は，社会保障制度
が実施されても適用対象とならず，基本的生活が
維持できなくなるということも考えられる。その
ため，最低生活保障制度の機能を明確するために
は，各制度の適用対･象や条件との整合性を十分に
考慮しなければならない。
４.最低生活保障制度の問題および貧困政
策への提言
都市部最低生活保障制度は，膨大な貧困者の基
本生活を維持するうえで大きな役割を担ってきた。
国家統計局によれば，2004年にはＧＮＰの126％
にあたる173億元が支出され2201万人の最低生活
保障が実施された。
以上の調査データの分析を踏まえ，武漢市の事
例を通して明らかとなった最低生活保障制度の問
題点をまとめてみる。
第一に，最低生活保障制度は貧困生活を一定程
度緩和できているが，貧困から抜け出すことまで
はできていないことである。1999年や2004年の調
査から，大多数の貧困世帯に対･する「差額補償」
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備など物質的意欲を抑制して，教育費，医療支出
を払わなければならない状態にあり，生活の苦し
みが一層深刻になっている。
したがって政府の責任を問い，その責任を如何
に果たすかを真剣に検討する必要がある。国の財
政支出は，経済建設費に過重に投入している一方
で，社会保障や教育科学，衛生事業に対する投入
が低い水準にとどまっている。2000年，２００１
年，2002年の３年間の撫１m（主に死亡しまた負傷
した軍人および家族に対する救済）と社会福利救
済費用は，同年度財政支出の13％，1.4％，17％
を占めるにすぎない。教育経費は同年度財政支出
の2.9％，３２％，３．４％である。さらに研究や開
発経費もＧＮＰの１５％にも達していない１６)。経済
成長の持続を維持するためも，市場経済の成長率
のみに注目するだけではなく，貧困世帯の生存状
態を改善することも重視する必要がある。経済成
長による利益を公平に配分し，経済と社会を協調
して発展させていく役割を政府は担っていること，
その責任が問われていることをあらためて明確に
しなければならない。
おわりに
最低生活保障制度の問題点と貧困問題の関連性
を踏まえ，いくつかの観点を提示し，まとめとし
たい。
まず，最叡低生活保障制度の設立や発展過程に視
点を置いた分析によって，制限の多かった都市貧
困者の社会救済から，国有企業改革を契機にレイ
オフ，失業者に対する基本的生活補助へと拡大し
てきたことが確認できた。いまや失業による貧困
は都市貧困の主要な形となっている。2004年10月，
武漢市において最低生活保障制度を受けている
30.3万人のうち，レイオフ労働者が9.14万人で，
全体人数の3ｑ45％を占める。失業者は7.59万人
で，２５２６％である。合計で55.71％にものぼる。
一部の中青年および家族は，従来の仕事場をなく
して，貧困状態に陥り，都市の最低生活保障制度
の主要な対･象者となっている。国有企業の活力を
生かし，経済効率を高める国有企業の改革は，当
初の目標と違って，都市部において多くの貧困世
帯をつくりだしている'９．国有企業改革の是非を
問うことはここでの課題ではないが，改革の推進
のためにも，社会保障制度の整備を進めることは
避けることができない不可欠な課題である。国有
企業のレイオフ労働者に対.する基本的生活費の支
出は，その２年後に失業者になる場合の失業保険
の支出負担だけではなく，社会保障全体の整備が
企業と社会が負うべき社会的責任になるだろう１５)。
社会保障制度の適用対象の拡大が徹底され，養老
保険，失業保険が成熟するようになるまで，最低
生活保障制度がこれらの制度の不備を補う機能を
果たさなければならない。
次に，最低生活保障制度の仕組みと実態の間の
ギャップを分析したことを踏まえて，中匡|の社会
保障政策における最も基本的な問題点を指摘して
おきたい。最低生活保障制度は，政府の財政支出
が不足しているため，保障基準は徐々に上がって
いるものの物価や生活の基本需要には追いつかず，
貧困世帯の生活水準は一般世帯よりはるかに低い
水準に置かれている。貧困世帯は食料、住宅や設
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